
① 制度・許認可変更リスク： 各種法制度や許認可が変更され、事業遂行に支障が出るリスク。 
 

対処法としては、NEXI保険によるカバーや、我が国公的機関が事業に関与することで相手国
政府に対する交渉力を強化するなど。 
 

② 為替変動リスク： PPPインフラの収入が一般的に現地通貨建てやドル建てであることによるリスク。 
 

対処法としては、我が国公的機関による現地通貨建て融資の活用やドル建て融資の検討など。 
 

③ 土地収用リスク： 事業に必要な土地を計画どおりに取得できないリスク。 
 

対処法としては、国や分野により状況が異なるが、民間側でなく、相手国側の実施とできれば望
ましい。その際、我が国ODA（技術協力）で、相手国側の土地収用制度整備や能力強化を支援
することも可能。 
 

④ 需要リスク： 見込みほどに需要がなく収入不足を招くリスク。特に交通セクターで問題が大きい。 
 

対処法としては、収入が需要の多寡に影響されない「アベイラビリティ・ペイメント」方式の採用
など。【３．の電力セクター、交通セクターの項目参照】 

（出典： 世銀PPIデータベースに基づく 

JICA資料を元に内閣官房作成） 

（注） 縦軸は金額で
単位は100万ドル
（約1億円）。なお、世
銀の「東アジア・大洋
州」は、ASEANに加
え、中国と大洋州諸
国を含む。 

【図表１】 世界各地域のPPPインフラ案件実績  

第１４回経協インフラ戦略会議 （2014年10月27日）  テーマ： ASEAN （官民連携支援の現状と課題） 

１．ASEANにおけるインフラ需要とPPP手法活用の現状 

資料 

２．我が国がASEANでPPPインフラ支援に取り組む意義 

1 

 ASEANにおけるインフラ需要は膨大 
 

 年間600億ドル（約6兆円。うち、4兆円が新規整備、2兆円が維持管理・更新）のインフラ投
資が必要と見込まれる（アジア開発銀行）。 

 

 必要な資金は政府だけでは賄えない 
 

 ASEAN各国の政府支出に占めるインフラ投資の割合は、財政赤字縮小を目指す各国の
政策もあり、逓減傾向。 
 

 また、先進各国からのインフラ支援ODAについても、財政制約から同様に減少傾向。 

２．PPPインフラの概要と我が国の支援ツール 

ASEANのインフラ整備には、民間資金の動員・ノウハウ導入が不可欠。そのた
め、官民連携（Public Private Partnership: PPP）手法を活用する必要大。 

今後、ASEANでPPPインフラを促進するためには、制

度枠組みの構築と、個別案件の形成（適切な官民分
担を含め）の双方に取り組む必要あり。 

●他方、我が国ODAによる直接整備支援だけでは、前述のとおりASEANの膨大なインフ
ラ需要のすべてには対応できない。 

●昨年12月の日・ASEAN特別首脳会議の成果文書「日・ASEAN友好協力に関するビ
ジョン・ステートメント」の「実施計画」においても、こうした官民連携、PPPインフラ整備
促進に向けた我が国の協力を表明。本年11月の日・ASEAN首脳会議において、
ASEAN側とともに進捗をフォローアップ予定。 

 

●また、中国がアジアインフラ投資銀行（AIIB）構想等を通じASEANに強く接近する中、
我が国インフラ支援の付加価値を示す必要があり、その一環としてもPPP支援は重要。 我が国ODAを、その他の公的金融支援（OOF）と共に、民間資金動員（特に

我が国企業による投資）の触媒として活用し、官民合同でASEANでのPPP

インフラ整備を促進。 

●ASEANに対するインフラ整備支援は、我が国とASEANの関係強化に資するのみなら

ず、同地域に進出する多数の我が国企業にとっても、サプライヤーとして、またユー
ザーとしての両面から意義が大きい。 

 

●他方、我が国ODAによる直接整備支援だけでは、前述のとおりASEANの膨大なインフ
ラ需要のすべてには対応できない。 

【図表２】 PPPインフラにおけるASEAN各国の特徴 

国名 特徴 

マレーシア、フィリピン、インドネシア 
PPPに関する法制度は整備済み。PPP促進を担う特定の政府
機関も存在。ただし、インドネシアは制度の執行面で課題あり。 

タイ、ベトナム 
PPPに関する法制度 

 

カンボジア、ラオス、ミャンマー 
PPPに関する法制度は未整備。PPP促進を担う特定の政府機
関もなし。日本企業によるPPP実績は殆どなし。 

 PPPインフラの構造の一例   【図表３】 

 PPPインフラで特に注意を要するリスク  【３．の各事例及び４．の対応策も参照】 

種別 内容 対応策 

政治リスク 

政府・政府機関による政治・政策
的行為によるリスク（例：制度・許
認可変更、外為取引、契約違反、
資産接収、政治暴力等） 

• NEXI保険によるカバー。 

• 我が国公的機関の関与による相手国政府
に対する交渉力強化。 

• 公的資金（現地通貨建て融資）の活用（→ 
外為取引リスクのうち、為替変動リスク） 

事業リスク 
事業関係者の商業的行為によるリ
スク（例：資金調達、土地収用、環
境、完工・技術、操業・保守、需要）。 

• 契約時の適切な官民リスク分担（→ 需要リ
スク、土地収用リスク等） 

• 公的資金の活用（→ 資金調達リスク） 

（※） JOIN （株式会社 海外交通・都市開発事業支援機構） 
 

 交通・都市開発分野でのインフラ輸出、特に日本企業の現
地PPP事業参画を後押しするため、新規に創設（本年4月
の通常国会で機構法成立、10月20日に発足）。 
 

 日本企業との共同出資によってリスクを分担。さらに、現地
SPCに役員・技術者等の人材派遣も行う。 

 PPPインフラにおけるASEAN各国の特徴 

ASEANにおけるインフラ需要は膨大 

国名 法制度 政府内の促進機関 日本企業受注実績 

マレーシア、フィリ
ピン、インドネシア 

整備進捗 （執行
面では課題あり） 

包括的な役割を担う特定の
促進機関が存在 （インドネシア
では一定の省庁が所管・促進） 

電力分野（発電）での実績
複数あり。その他分野は
実績少。 

タイ、ベトナム 
整備途上 （タイは
新PPP法はあるが
実施細則なし） 

一定の省庁が所管・促進 
電力分野（発電）での実績
複数あり。その他分野は
実績少。 

カンボジア、ラオス、
ミャンマー 

なし 
なし （外国投資等の個別案件は、
一定の省庁が所管） 

少ない（ラオスでは空港やタ
イ向けの発電で実績あり） 

凡例： 公共事業にはなく、PPP 

インフラでのみ登場する関係者 

（１） ASEANにおけるインフラ需要 

（２） ASEANにおけるPPP手法活用の現状 

（出典： 経産省、国交省、JICA、ERIA資料等を元に内閣官房作成） 

 PPPインフラの構造の一例 （模式図） 

   （運輸セクターの上下分離型を想定） 

 我が国は、トップセールスや資金協力・技術協力等、多面的なPPP支援ツールを有する。 

 しかし、ASEANでのPPPインフラ
実績は途上 
 

 ラテンアメリカや南アジアと比べ、東
アジア地域（ASEAN含む）でのPPP

インフラ整備には遅れ。【図表１】 
 

 分野も電力が殆どで、それ以外は限
定的。 

 

 制度の未確立や先方担当部局の
能力・体制の強化が課題 【図表２】 
 

 適切な官民の役割分担が確保され
ないことが、PPPの進まない要因と
見られる。 

相手国政府 

運輸インフラ 

上物 

（民活事業） 
 

採算性を確保しやす
い部分。鉄道で言え
ば車両、信号、駅舎、
運行制御システム等 

サービス 

利用者 

出
資
者 

融
資
者 

JICA 

円借款 

／無償 

JICA円借款／無償 

（VGF支援） 

事
業
収
益
補
助 

（VG
F

） 

事
業
権
付
与 

操業・保守 

JICA円借款 

（EBF支援） 

出
資
補
助 

（EB
F

） 

N
E

X
I 

保
険 

（日
本
企
業
部
分
） 

公
共
サ
ー
ビ
ス
提
供 

利
用
料
支
払 

出資 

相手国 

政府公社 

相手国 

地元企業 

日本企業 

JBIC出資／ 

JICA海投／ 

JOIN（※）出資 

JBIC融資／ 

JICA海投 

日本企業 

（邦銀） 

相手国 

地元銀行 

建
設 

日本政府 

トップセールス 

下物 

（公共事業） 
 

収益性が低い部分。
鉄道で言えば軌道、
架線、トンネル、橋
梁、高架等 

（注）  

EBF： Equity  

Back Finance 

（注） VGF： Viability Gap Funding 

（凡例） 我が国支援ツール ： 

JICA技術協力 

建設 

 

SPC 
（事業会社） 

 

（注） SPC： Special 

Purpose Company 
 

融資 

N
E

X
I 

保
険 

（日
本
企
業
部
分
） 

【図表３】 PPPインフラの模式図  （交通セクターの上下分離型を想定） 

（凡例） 我が国支援ツール ：     、 

 相手国政府と民間事業者間での適切なリスク分担が、PPPインフラ事業の成否の鍵。 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典： 内閣官房作成） 



３．我が国によるASEANでのPPPインフラ支援 （ケーススタディ） 

（出典：外務省資料を 

基に内閣官房追記） 
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主要プロジェクト例１ 

主要プロジェクト例３ 

主要プロジェクト例２ 

（出典：農水省資料） 

主要プロジェクト例４ 

（１） 制度構築・執行能力強化支援 

（２） 日本企業の個別案件の形成・参画支援 

ASEANでPPPインフラが進まない要因は制度の未整備や相手国政府における執行能

力の不足であり、適切な官民の役割分担（コスト、リスク）が確保されないことが、日本企
業のPPPインフラ事業参入の阻害要因。 

イ．二国間（バイ）での取組み 
 

 あ 
 

 あ 
 

 い 
 

 あ 

イ．水セクター： 上下水 
 

 収益性の低さからPPP事業参画には困難あり、地元企業との連携が有効 
 

 上水道料金は政治的に低水準となっていることが多く、また下水道料金はそもそも徴収に
困難があり、収益性あるスキームの構築が難しい。 
 

 さらに、上下水は相手国において地方政府が実施主体であることが多く、中央政府以上に
執行能力面での懸念あり。 
 

 このようなリスクに対処するため、他セクター以上に地元企業との連携が有効。 

ウ．運輸セクター①： 総論 
 

 「上下分離」方式での官民分担 
 

 交通セクターでは、インフラを採算性の観点から上下に分離し、収益性の高い「上物」を民
活のPPP事業で、それ以外は「下物」として従来型の公共事業で整備を行う、という「上下
分離」方式がよく用いられる。【前ページの 図表３ や、下の 図表７ を参照】 

 

 交通需要（ライダーシップ）リスクの扱いが事業化の鍵 
 

 交通セクター、特に鉄道や道路は実際の利用者数予測が困難であり、需要リスクを民間
事業者側のみが負うスキームでは、リスクの大きさから事業化困難な場合も多い。 
 

 IPP事業同様のアベイラビリティ・ペイメントの導入や、競合する他の交通事業の参入規制
等が検討される必要あり。 

ア．多国間（マルチ）での取組み 
 

 あ 
 

 あ 
 

 い 
 

 あ 

両国政府間での政策対話や、ODA技術協力等を活用し、制度枠組みの構築や、行
政の執行能力（PPP事業の推進能力）強化を支援。円借款や海外投融資の準備・
実施促進の事業のために、JICA有償資金協力勘定の一層積極的な活用を検討。 

制度枠組みの構築支援 
 

 【支援事例】  ASEAN各国が活用できるPPPガイドラインの策定 （実施中） 
 

 経産省はERIA（東アジア・ASEAN経済研究センター。我が国の提唱により設立された
ASEANのシンクタンク）を通じ、PPPガイドラインを策定中（本年12月完成予定）。 
 

 国際的基準にのっとり、民間企業が投資可能なPPP案件組成のための規範を提供。 

 事例２： 交通インフラPPP推進協力 
 

 国交省が日・ASEAN交通大臣会合のもと協力実施中（～2015年）。ASEAN各国での交通
インフラPPP優良事例を収集し、成功要因を分析。各国高官の合同日本研修も実施。 

執行能力強化支援 
 

 【支援事例】  PPP事業推進省庁強化支援 （実施中及び検討中） 【図表４】 
 

 PPPインフラ案件の形成には「政府主導型」と「民間提案型」の２パターンあるが、多くの
ASEAN各国は制度整備に際し政府主導型を選好。 
 

 政府主導型ではPPP推進省庁の執行能力が特に問われる。 JICAはインドネシアやフィリピ
ンで、PPP推進省庁の強化に取り組む。政府内での案件形成手続を実地に支援。 

ア．電力セクター： 発電 
 

 独立発電事業者（IPP）によるPPP発電事業が進展 
 

 発電分野は、IPPと電力公社間の長期買電契約（需要リスク対応のアベイラビリティ・ペイメン
ト含む）等のスキームが既に確立されており、ASEANのPPPでは最も進展している分野。 
 

（注）アベイラビリティ・ペイメント： 事業会社が契約条件のとおり設備を稼働させている限り、需要の多寡にかかわらず、定
められた料金がオフテイカー（サービス利用者）や相手国政府から支払われる方式。収入の予見が可能となる。 

 

 日本企業も多く進出。従来からの石炭・ガス火力に加え、最近は水力や地熱での参画もあり。 

 【支援事例】 ラオス： ナムニアップ水力発電プロジェクト （実施中） 

【図表４】 

 【支援事例】 インドネシア： セントラル・ジャワ石炭火力発電プロジェクト （実施中） 
 

 インドネシアで最大規模かつ初の高効率（超々臨界圧）石炭火力発電事業。プロジェクト総
額約40億ドル（4000億円）。日本企業（Jパワー、伊藤忠商事）が出資するSPCが、2011年
に、25年間の長期売電契約をインドネシア国営電力公社と締結。  
 

 しかしその後、発電所建設のための土地収用が難航。本契約ではSPCに用地買収の責任
があるが、健康や生計面の懸念から地元住民やNGOからの反対を受け、残り10数％の買
収を完了できず、現在も未着工。 
 

 我が国はインドネシア政府に対し、事態解決への同国政府の協力をハイレベルから働きか
け。現在も調整中。 

 ラオス、タイ両国政府の電力輸出協
定に基づくクロスボーダー案件で、プ
ロジェクト総額約10億ドル（1000億
円）。日本企業（関西電力）が出資参
画するSPCが、昨年8月、27年間の
長期売電契約をラオス、タイの両電力
公社と署名。【図表５】 
 

 我が国もトップセールスで強く働きか
け。さらに、JBIC融資2億ドル（約200

億円）で資金支援（JBICにとって初の
ラオス向けプロジェクトファイナンス）。 

（出典： JICA資料
を元に内閣 

官房作成） 

（注） 検討中の 

フィリピンの例。 

【図表５】 

プロジェクト構成図 

（出典： JBIC資料） 

 マニラ首都圏西地区の上下水道事業をコンセッションで受託
するSPCマイニラッド社に、日本企業（丸紅）が事業参画を
検討。経産省調査及びJICA PPP F/Sを活用して調査を進
め、2012年に同社株式20％を取得して追加参画。【図表６】  
 

 同社の下水施設拡張を円借款（フィリピン政府系銀行を介し
たツーステップローン）で支援中。 

     

 【支援事例】 フィリピン： マニラ首都圏上下水道整備
事業 （実施中及び検討中） 

【図表６】 マイニラッド社浄水場 

（出典： JICA資料） 

（注） IPP： Independent Power Producer 

（出典： 国交省資料） 

 【支援事例】 マレーシア・シンガポール： 高速鉄道事業 （検討中）  【図表５】 

 クアラルンプール～シンガポール間約350km（およそ東京～名古屋間）を結ぶ高速鉄道建
設計画。マレーシア・シンガポール両国間で建設に正式合意し、現在事業化に向け検討中。 

【図表５】 想定路線図  我が国は関係省庁一
丸となって両国政府に
強く働きかけ。 
 

 実現すれば、我が国
新幹線のASEAN展開
の大きな一里塚となる
が、競合国も多く、ま
た需要リスクへの対処
等、事業化に向けては
依然課題が大きい。 

ウ．運輸セクター： 鉄道 
 

 交通需要（ライダーシップ）リスクの官民分担が事業化の鍵 
 

 運輸セクター、特に鉄道や道路は実際の利用者数予測が困難であり、需要リスクを民間事
業者側のみが負うスキームでは、リスクの大きさから事業化困難な場合も多い。 
 

 IPP事業同様のアベイラビリティ・ペイメントの導入や、競合する他の交通事業の参入規制
等が検討されるべき。 

ア．電力セクター： 発電 

イ．水セクター： 上下水道 

【電力セクターは本ページ右上に続く】 

ウ．交通セクター： ① 総論 

エ．交通セクター： ② 港湾 

 【支援事例】 ベトナム： ラックフェン国際港建設事業 （実施中及び検討中） 

（出典： 国交省資料） 

【図表７】 ラックフェン港における上下分離  北部ベトナム最大の港湾ハイフォン
港（水深8m）の沖に、新コンテナター
ミナル（同14m）を整備する事業。 
 

 日本企業グループからのPPP提案を
日・ベトナム両政府で検討。「下物」に
は円借款を供与して現在整備中。
「上物」には日本企業が運営参画す
る予定。【図表７】 

 【支援事例】 二国間政策対話・セミナー （実施中及び検討中） 
 

 経産省はカンボジア、フィリピンで経済開発、JETROはインドネシアで日豪PPPセミナー開催。 

 ASEANでPPPインフラが進まない要因は制度未整備や行政の能力・体制面の課題 
 

 適切な官民の役割分担（コスト、リスク）が確保されず日本企業のPPP事業参入の阻害要因。 



（出典：外務省資料を 

基に内閣官房追記） 
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主要プロジェクト例１ 

主要プロジェクト例３ 

主要プロジェクト例５ 

主要プロジェクト例２ 

主要プロジェクト例４ 

オ．運輸セクター： 空港 

 制度整備が進み、PPP案件形成に「政府主導型」を選好する国の場合 

【マレーシア、フィリピン、インドネシア、タイ、ベトナム等】 
 

 日本企業が望むPPP案件の形成には、相手国の上位政策への一致が極めて重要。 

（１） 案件形成に向けた前半でのアプローチ： 各国の制度整備状況に応じた対応 

 あ 
 

 あ 
 

 い 
 

 あ 

（３） 我が国支援ツールの更なる改善 

オ．交通セクター： ③ 空港 

 【支援事例】 ラオス： ビエンチャン国際空港国際線ターミナル運営事業 （実施中） 

 日本企業（JALUX及び豊田通商）の出資するSPC

は、1999年からラオスの首都ビエンチャン国際空
港の運営・維持管理契約をラオス政府から受注。
以来、2009年、2014年の2回の契約更新を経て、
15年間にわたり事業継続中（NEXIが海外投資保
険を引受）。現在もなお、日本企業が海外で空港
運営に事業参画する唯一の実績。 
 

 我が国は同空港の整備をODAで継続的に支援し、
ラオス政府と信頼関係を構築。無償（1970、1995、
2011）、技術協力（航空管制分野）に加え、昨年12 

（出典： JICA資料） 

【図表８】 ビエンチャン国際空港 

（円借款による整備後の完成予想図） 

月には円借款を供与。日本企業の参画事業を側面支援。【図表８】 

カ．交通セクター： ④ 鉄道 

（出典： 国交省資料） 

 【支援事例】 マレーシア・シンガポール： 高速鉄道事業 （検討中） 

 クアラルンプール～シンガポール間約350km（およそ東京～名古屋間）を結ぶ高速鉄道建 

【図表９】 想定路線図 

現在、関係省庁間で調整中 

キ．運輸セクター： ⑤ 道路 

 【支援事例】 ベトナム： ファッバン～カウゼー高速道路事業 （検討中断） 

 首都ハノイ近郊の高速道路（28km）のPPP建設・運営・維持管理事業。日本企業が相手国
政府から事業者の第一候補に指名されるも、その後、同政府により相次いで投資条件の大
幅変更（用地買収を事業者側責任に変更、通行料金水準の大幅引き下げ、等）がなされた。 
 

 我が国からハイレベルでの改善働きかけ等を行うも、最終的に日本企業は投資を断念。 
 

 現在は、地元企業を対象とした指名入札手続きに移行。今後、その入札が不調に終わり、
適切な条件の下で改めて国際入札が行われる場合には、再度の参画可能性もあり。 
 

 

 相手国政府により、官民間のリスク分担や採算性が適切に考慮されなかった事例。 

まずはマスタープランの策定支援から始め、日本企業関心案件を上位政策の
中で「読み込める」ようにインプット。さらに、その後の相手国政府内手続きを、
執行能力強化を行いつつ的確にフォローし、プロセスを進める。各府省の政策
対話やODA技術協力をツールとして活用。 
 

  【実施例】 インドネシア： ジャカルタ首都圏投資促進特別地域（MPA）協力 等 

 制度整備途上で、現状では「民間提案型」PPP案件形成の余地が大きい国の場合 

【ベトナム（一部）、カンボジア、ラオス、ミャンマー等】 

日本企業の発意に即し、相手国との案件採否に係る個別交渉を大使館による
働きかけ等により側面支援。必要に応じ、各府省やODAの調査スキーム（PPP 

F/S等）も活用し、当該案件提案の質を高めるための支援も行う。 
 

  【実施例】 ベトナム： ラックフェン国際港建設事業 等 

（２） 最終的事業化に向けた後半でのアプローチ： 官民の適切な役割分担確保 

 事業化への最大のボトルネックは、コストとリスクの適切な分担 【３．の各事例参照】 

① ガイドライン策定等制度的支援を通じ、国際的基準の（外国企業が投資 

  可能なレベルの）官民役割分担を伝達・啓発。 

    【実施例】 ERIAを通じたPPPガイドライン策定、周知セミナー開催 等 
 

② 相手国キーパーソンの日本招聘等を通じ、日本のインフラ技術（初期コスト面の高
さを補う質の高さやライフサイクルコストベースでの比較等）に対する理解・好意を
引き出す。 

    【実施例】 ASEAN各国の鉄道関係高官を招いた「高速鉄道サミット」開催 等 
 

③ 上物（民活事業部分）に公的金融を供与するとともに、下物（公共事業部分）や周
辺インフラ整備への支援をODA資金協力等で別途行うことで、PPP案件としての

事業性を高める。 【実施例】 ミャンマー： ティラワSEZ開発支援 等 
 

④ 最後は、トップセールスも含め、相手国と日本企業の官民分担交渉を我が 

  国として可能な限り支援。 【実施例】 マレーシア・シンガポール： 高速鉄道事業 等 

ク．都市開発セクター 

 【支援事例】 ベトナム： ビンズオン省都市
開発プロジェクト （検討中） 

商業

大学へ

ショッピングモール

住宅

住宅

交通
広場

商業

商業、ホテルなど

交通広場

バスターミナル メンテナンス
エリア

商業
または
住宅

UMRT 1号線
スイティエン・ターミナル駅

河川＆緑地

住宅地へ

ビンズオン省側
メトロ駅（将来）

眺望

眺望

ビンズオン省

ホーチミン市

 日本企業が地元企業と合弁出資するSPCで、
公共施設と住宅・商業施設の一体的開発を検討
中。日本の「駅前開発」や「沿線開発」の経験を
活かすもの。【図表９】 
 

 我が国も相手国政府高官の日本招聘やトップ
セールス、JICA PPP F/S等での支援を実施中。 

【図表９】 駅周辺整備イメージ 

（出典：  

国交省資料） 

キ．工業団地セクター 

 【支援事例】 ミャンマー： ティラワ経済特別区（SEZ）開発支援 （実施中） 【図表１０】  

プロジェクト構成図 

（出典： JICA、NEXI資料を元に内閣官房作成） 

 日本・ミャンマー両国の官民が合弁でSPCを設立。ヤ
ンゴン近郊に位置するティラワSEZにおいて、ミャン
マー政府から土地使用権を取得して、工業団地開発・
販売・運営事業を行うもの。【図表１０】 
 

 我が国は同SPCにJICA海外投融資で出資し、同時に
日本企業出資部分にはNEXI海外投資保険を付保。さ
らに、円借款による周辺インフラ（公共事業部分）整備、
技術協力による法制度整備など、総合的な支援を行っ
ている。 

 中進国、卒業移行国に対する円借款活用の促進 【タイ、マレーシア】 
 

 ASEANではタイが中進国、マレーシアが卒業移行国の位置づけにあり、我が国ODA（円借
款）の活用は限定的。他方、これら国々では相手国政府のPPPインフラのニーズは高く、日
本企業のPPP参画意欲も強い。JBIC/NEXIによる対応が困難な場合には、民間資金の触
媒としてODAを活用し、PPPインフラ事業を始めとした案件形成を積極的に行うために、こ
れら国々への円借款活用に向けた運用の柔軟化を進める。 
 

 具体的には、 
 

①外交上の意義が認められる場合 

②日本の知見や技術が活かされる場合 

③日本企業のビジネス受注や投資環境の整備を通じて日本企業の海外展開に資する場合 
 

などを、日本として戦略的意義が認められる場合として、円借款の供与を可能とし、PPPイ
ンフラ事業を始めとした案件形成を積極的に行う。 

まずはマスタープランの策定支援から始め、日本企業関心案件を上位政
策の中で「読み込める」ようにインプット。さらに、その後の相手国政府内
手続きを、執行能力強化を行いつつ的確にフォローし、プロセスを進める。
各府省の政策対話やODA技術協力をツールとして活用。 
  【実施例】 インドネシア： ジャカルタ首都圏投資促進特別地域（MPA）協力 等 

 海外投融資の積極活用（ドル建て融資の導入検討） 【ベトナム、カンボジア等各国】 
 

 PPPインフラ事業における為替変動リスクへの対処としては現地通貨建て融資が有効であ
り、海外投融資について現地通貨建て制度を導入し、案件形成に取り組んでいる。 

 他方、ベトナムやカンボジア、さらに一部の電力案件のようにドル建て融資が有効な場合も
あり、今後ドル建て海外投融資の導入についても検討を進める。 

 中進国、卒業移行国に対する円借款活用の促進 【タイ、マレーシア】 
 

 ASEANではタイが中進国、マレーシアが卒業移行国の位置づけにあり、我が国ODA（円
借款）の活用は限定的。他方、これら国々では相手国政府のPPPインフラのニーズは高く、
日本企業のPPP参画意欲も強い。民間資金の触媒としてODAを活用し、PPPインフラを一
層促進するという観点から、これら国々への円借款活用に向けた運用の柔軟化を図る。 
 

 具体的には、①外交上の意義が認められる場合、②日本の知見や技術が活かされる場合、
③日本企業のビジネス受注や投資環境の整備を通じて日本企業の海外展開に資する場
合などを、中進国、卒業移行国への円借款供与の「戦略的意義」ある場合として、PPPイン
フラ支援をはじめとした案件形成に積極的に取り組む。 

設計画。両国間で建設に
正式合意し、現在事業化
に向け検討中。【図表９】 
 

 我が国は日本企業・政府
一丸となって両国政府に
強く働きかけ。 
 

 実現すれば、台湾新幹線
以来の我が国新幹線の海
外展開であり、今後に向
けた大きな一里塚となる。 

 


